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 日本は、戦後一貫して、世界の平和と発展途上国の経済開発と民主主義の進展に貢献して
きました。しかし、今、経済開発の名のもとに自由・民主主義の発展が脅かされています。
平和構築を進める紛争後の国々を中心に、経済開発のためには自由も民主主義も二の次で、
強権的な独裁政権のほうが望ましいという風潮が広まってきているように思われます。た
とえば、カンボジアでは、民主化と逆行する政策が加速しています。フン・セン首相は、日
本が大きな役割を果たした、1993 年の国連管理下の総選挙の結果、カンボジア王国の第二
首相に就任しましたが、1997 年に武力クーデターにより第一首相を追放し、1998 年以降は
単独で首相を務めています。前回の 2013 年の総選挙では、サム・ランシー氏とケム・ソカ
ー氏の率いる救国党が大きく議席を伸ばしました。その後、両氏はいずれも刑法犯として手
配され、サム・ランシー氏は逮捕を避けるために 2015年に国外に逃れ、後任の党首となっ
たケム・ソカー氏は、2017 年 9 月に国家転覆罪の容疑で突然逮捕され、現在も拘束されて
います。11 月には、改正選挙法に基づいて、最高裁判所によって救国党の解党が命じられ
ました。これによって、今年の総選挙は実質的に人民党のみの選挙となる見込みです。さら
に独立メディアへの規制も強化され、脱税容疑などで閉鎖を余儀なくされました。その背景
には、2015 年にNGO 法を制定して市民社会組織に対する政府の管理を強化し、2016 年に
は新労働組合法を制定して労働組合への統制も強化してきたという事情があります。日本
は、1999 年から国際協力機構(JICA)による法整備支援を開始し、民法、民事訴訟法の起草
支援によって、結社の自由や正義へのアクセスの拡大に努力してきました。しかし、これら
の日本の民主化、法の支配の確立のためのODAによる支援は、その意義も有効性も否定さ
れ、その影響力は相対的に弱まってきていると言わざるを得ません。 
 
 いうまでもなく、日本政府は、2013 年に閣議決定した国家安全保障戦略では、「我が国は、
先進自由民主主義国家として、人間の安全保障の理念も踏まえつつ、民主化支援、法制度整
備支援及び人権分野での支援にＯＤＡを積極的に活用し、また、人権対話等を通じ国際社会
における人権擁護の潮流の拡大に貢献する。」と述べています。これを受けて 2015 年に閣
議決定された開発協力大綱でも、「「開発協力」とは, …… 狭義の「開発」のみならず，平和
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構築やガバナンス，基本的人権の推進，人道支援等も含め，「開発」を広くとらえることと
する」としたうえで、「国内紛争，政治的不安定や地理的，気候的諸条件等に起因する様々
な脆弱性ゆえに成長から取り残されている国々では，人道支援に加え，脆弱性からの脱却の
ため，平和・安定や法の支配・ガバナンス，民主化といった安定的な開発の基盤を確保し，
さらに開発の歯車を始動させることが喫緊の課題となっている」とも述べています。さらに
重点課題として、「法の支配の確立，グッドガバナンスの実現，民主化の促進・定着，女性
の権利を含む基本的人権の尊重等は，効果的・効率的かつ安定した経済社会活動の基礎をな
し，経済社会開発を支えるものであると同時に，格差の是正を始め，公正で包摂的な社会を
実現するための鍵である。この観点から，実定法の整備や法曹，矯正・更生保護を含む司法
関係者の育成等の法制度整備支援，経済社会制度整備支援，公務員の人材育成，不正腐敗対
策を含む行政能力向上支援等のガバナンス支援，選挙制度等の民主的政治体制構築支援，メ
ディア支援や民主化教育等の民主化支援等，必要な支援を行う」としています。 
  
日本政府はカンボジアに対して和平の達成以来、多額の技術協力案件や円借款を実施し、

カンボジアの経済社会の基盤整備と人材育成のために多大な貢献を行ってきました。しか
しながら現在のカンボジアの状況を見る限り、日本政府による民主的ガバナンスの分野に
おける支援は、十分な成果を出せていないように思えます。例えば、JICA は選挙改革支援
としてカンボジア選挙管理委員会への技術協力を行っていますが、その内容は、指紋認証の
ためのコンピューターの供与、有権者登録の細則へのコメント、有権者教育のための協力な
ど技術的な事柄に限定され、本来の目的である自由で公正な選挙を実施するための選挙管
理委員への助言活動は十分な効果をあげているとは言えません。「貧しい人に魚を与えるよ
り、魚の獲り方を教える」という言葉は、技術協力の重要性を示す譬えとしてしばしば引き
合いに出されますが、現在の多くの途上国は、せっかく貧しい人々に魚の獲り方を教えても、
漁業資源は枯渇し、貧しい漁民は漁場から締め出されるという状況に陥っています。貧しい
人々の魚を取る権利を保障し、漁業資源を持続させるための決定過程への参加を促進する
支援こそ、今求められていることではないでしょうか。さらに、支援した技術の使い方にも
ドナーとして責任を持つことが、今国際的にも求められているのです。 
 
最大の課題は、「自由、民主主義、基本的人権の尊重、法の支配といった普遍的価値」を

擁護していくという日本政府の理念を、援助の現場においてどのように実現していくかと
いうことです。選挙支援や法整備支援が、その理念とは逆行する政府の強権化を正当化する
ことにならないようにすることが必要です。日本の開発援助は、カンボジアに限らず、開発
に伴うさまざまな政治的問題や民主的ガバナンスの課題に積極的かつ慎重に関わっていく
べきです。発展途上国で活動している多くの日本の NGO の活動も社会経済分野での支援
のみならず、民主主義を強化するための支援も行っていくべきです。開発援助を研究してい
る学会においても、開発問題に不可欠な法政治面の研究を深めることも求められています。
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そこで、私どもは、カンボジアの事例を踏まえて、これに限らず、政府開発援助に関する省
庁間の連携を強化し、総合的な政策の立案実施を図り、民主主義と法の支配を推進するとい
う日本政府の理念を政府開発援助において実施していくために、日本政府に次の 4 つの提
言をします。 
 

 
１． 外務省内に ODA 活動に民主主義の理念を浸透させるために包括的な政策を立案、

推進するための司令塔となるポストを創設して、途上国に派遣されるハイレベル特使を
含む、開発援助における民主的ガバナンスに詳しい専門家を外部より任命する。 

２． JICA ボランティア制度などを活用し、民主主義の定着を促進しようとしている発
展途上国において、市民社会組織を通じて草の根レベルにおける民主主義支援を行う。 

３． 法務省は、日本弁護士連合会などと連携して、発展途上国における法の支配、特に
一般民衆の独立した司法へのアクセスと法教育を強化するためにODAをより一層活用
する。 

４． 文部科学省は、大学等による発展途上国の民主主義に資する人材育成のための諸
活動を積極的に支援し、その成果を ODA の政策と実施にフィードバックする。 

 
関係大臣に置かれましては、上記の提言を実現するためにご尽力いただきたく、お願い申

し上げます。 
 
 
日本のODAと民主主義を考える有志の会 
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